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１ はじめに 

 

公共工事においては、優良な社会資本整備のため、その品質の確保が求められており、

国において「公共工事の品質確保の促進に関する法律」及び「公共工事の品質確保の促

進に関する施策を総合的に推進するための基本的な方針について」が示されています。

これらを踏まえ、本市では、優良な社会資本の整備、ダンピング防止、不良・不適格業

者の排除、談合防止、建設業者の育成等を目的として、価格と品質の両面を総合的に評

価する総合評価方式を平成２１年度から試行しています。 

このガイドラインは、総合評価方式を適用する意義等を示すとともに、総合評価方式

の試行を効率的かつ円滑に実施するため、総合評価方式の試行に関する基本的事項を示

すものです。 

なお、平成２７年４月の改正により、工事品質の向上を期待して、従来の「一般型」

に加え、「工事成績重視型」を追加し、また、工事業者の社会貢献への誘導を促すため、

評価項目の見直しを行いました。 

また、平成３０年６月には最低制限価格の設定を見直し、変わりに失格基準を設定い

たしました。 

 

２ 総合評価方式について 

 

(1) 総合評価方式の概要 

公共工事の入札に関しては、近年の厳しい財政状況を背景に公共投資が減少してい

る中で、価格競争が激化し、低価格の入札が増えたことにより、適切な技術的能力を

持たない業者による不良工事の発生、工事の安全性の低下、下請負業者や労働者への

しわ寄せ等、公共工事の品質低下が懸念されています。 

このような背景のもと、平成１７年４月に「公共工事の品質確保の促進に関する法

律」が施行され、また、平成１７年８月には「公共工事の品質確保の促進に関する施

策を総合的に推進するための基本的な方針について」が閣議決定されました。これら

の中で、公共工事の品質確保には、価格及び品質が総合的に優れた内容の契約がなさ

れることが重要とされており、価格と品質の両面を総合的に評価する落札方式として

総合評価方式が示されています。 

総合評価方式は、価格だけで評価していた従来の落札方式と異なり、品質を高める

ための新しい技術やノウハウ等、価格以外の要素を含めて総合的に評価する新しい落

札方式です。入札価格が予定価格の制限の範囲内にある者のうち、価格と品質を数値

化した「評価値」が最も高い者を落札者とすることにより、予定価格の範囲内で最も

品質の良い施工業者を選定します。総合評価方式では、新しい施工方法、施工上の工

夫等の技術提案、同種工事の施工実績及び工事成績、社会貢献の度合い等が評価の対

象（評価項目）となります。 

この総合評価方式を適用していくことにより、価格と品質が総合的に優れた者が選

定され、優良な社会資本整備を行うことができるとともに、建設業者の技術力向上に

対する意欲を高め、技術力と経営に優れた健全な建設業者の育成に貢献するものと考
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えられます。 

 

(2) 総合評価方式のタイプ 

総合評価方式には、工事の特性（規模、技術的な工夫の余地等）に応じ、市区町村

向け簡易型（特別簡易型）、簡易型、標準型及び高度技術提案型のタイプがあります。 

ア 市区町村向け簡易型（特別簡易型） 

技術的な工夫の余地が小さい一般的で小規模な工事で、同種工事の施工実績や工

事成績等の評価項目と入札価格を総合的に評価する方式 

イ 簡易型 

技術的な工夫の余地が小さい一般的な工事で、簡易な施工計画、同種工事の施工

実績や工事成績等の評価項目と入札価格を総合的に評価する方式 

ウ 標準型 

技術的な工夫の余地が大きく、施工上の工夫等一般的な技術提案を求めることが

適切な工事に適用される方式 

エ 高度技術提案型 

技術的な工夫の余地が大きい、高度な技術提案を要する工事に適用される方式 

 

３ 海老名市での総合評価方式の試行 

 

(1) 総合評価方式のタイプ等 

総合評価方式は、個々の工事の特性に応じ、総合評価方式のタイプ、評価項目、評

価基準等を設定し、評価方法を決定します。 

本市での試行における総合評価方式のタイプは、市区町村向け簡易型（特別簡易型）

とし、「一般型」と企業の施工能力と配置予定技術者の能力を重視して評価する「工

事成績重視型」を設け、条件付き一般競争入札により実施することとします。 

また、原則として、現行の入札・契約制度を準用し、入札に関する詳細については

入札公告等で定めます。 

なお、今後、このガイドラインに基づき試行する総合評価方式による入札結果を検

証し、実施方法等について検討を行っていきます。 

 

(2) 評価項目、評価基準等の設定 

原則として、個々の工事の特性や総合評価方式のタイプに応じ、評価項目、評価基

準等を設定します。 

市区町村向け簡易型（特別簡易型）では、個々の工事の特性に応じ、次のア～キ

の中から評価項目やその内容を設定し、それぞれの評価項目を評価基準により評価し、

配点します。 

評価のために、入札に参加しようとする者は、別紙様式により同種工事の施工実績

や配置予定技術者の施工経験などの評価項目に関する技術資料の提出が必要となりま

す。 

なお、技術資料の内容が不適切である場合、その工事の入札参加資格水準を満たし
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ていないものと判断し、技術評価点を計算せず、その入札者の入札を無効とします。 

ア 企業の施工能力 

(ｱ) 同種工事の施工実績 

・ 原則としてコリンズに登録された同種工事の施工実績を評価します。 

・ 配点は「１～０点」とします。 

・ 施工実績は、有効期間などの条件を別に定めます。 

・ 同種工事の施工実績とは、元請として受注し、引渡しが終了した請負金額５

００万円以上の同種の工事実績をいいます（代表的なもの１件）。 

・ 同種工事の条件となる工事内容については、別に定めます。 

・ 別添の第２号様式により提出していただきます。 

(ｲ)  同種工事の工事成績 

・ 本市発注工事の工事成績評定点の平均点を評価します。 

・ 配点は「３点～失格」とします。また、該当する工事成績の実績がない場合

は、加算はしません。 

・ 工事成績評定点は、有効期間などの条件を別に定めます。 

・ 工事成績評定点とは、海老名市工事成績評定採点基準（平成１０年４月 1 日

施行）の規定により評価された評定点をいいます。 

イ 配置予定技術者の能力 

(ｱ) 同種工事の施工経験 

・ 原則としてコリンズに登録された同種工事に、配置予定技術者が従事した経

験を評価します。なお、施工経験は主任技術者又は監理技術者として従事し

た経験とします。 

・ 配点は「１～０点」とします。 

・ 施工経験は、有効期間などの条件を別に定めます。 

・ 同種工事の施工経験とは、元請として施工し、引渡しが終了した請負金額５

００万円以上の同種の工事実績をいいます（代表的なもの１件）。 

・ 同種工事の条件となる工事内容については、別に定めます。 

・ 別添の第３号様式により提出していただきます。 

(ｲ) 保有資格 

・ 入札公告日時点における国家資格等の有無について評価します。 

・ 配点は「２～０点」とします。 

・ 別添の第３号様式により提出していただきます。 

(ｳ)  同種工事の工事成績 

・ 本市発注工事で主任技術者として従事した工事成績評定点の平均点を評価し

ます。 

・ 配点は「３点～失格」とします。また、該当する工事成績の実績がない場合

は、加算はしません。 

・ 工事成績評定点は、有効期間などの条件を別に定めます。 

・ 工事成績評定点とは、海老名市工事成績評定採点基準（平成 10 年４月 1 日

施行）の規定により評価された評定点をいいます。 
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ウ 地域貢献 

 (ｱ) 災害時協力協定の締結状況等 

・ 本市と災害に対する復旧などの協定の締結状況又は過去５年以内の災害対応

の出動実績の有無について評価します（団体の場合、その構成員も評価しま

す。）。 

・ 配点は「１～０点」とします。 

・ 別添の第４号様式により提出していただきます。 

(ｲ) 災害時に対応できる建設機械の保有状況 

・ 入札公告日時点における災害時に対応できる建設機械の自社保有（長期リー

ス（３年以上）を含む。）の有無について評価します。 

・ 配点は「１～０点」とします。 

・ 次の書類を提出していただきます。 

① 建設機械の売買契約書の写し、又は賃貸借契約書等の写し等 

② 建設機械に係る特定自主検査記録表の写し、自動車検査証の写し又は 

移動式クレーン検査証の写し等 

③ 該当建設機械の写真 

・ 別添の第４号様式により提出していただきます。 

(ｳ) 本市消防団協力事業所の認定状況 

・ 入札公告日時点おける消防団協力事業所としての認定状況について評価しま

す。 

・ 配点は「１～０点」とします。 

・ 消防団協力事業所としての認定を証するものを提出していただきます。 

・ 別添の第４号様式により提出していただきます。 

(ｴ) 本市現役消防団員又は本市現役消防協力員である従業員の有無 

・ 入札公告日時点における本市の現役消防団員又は本市現役消防協力員である

従業員の有無について評価します。 

・ 配点は「１～０点」とします。 

・ 消防団員の雇用を証明する書類（消防団員証及び健康保険被保険者証等雇用

を確認できる書類の写し）を提出していただきます。 

・ 消防協力員の雇用を証明する書類（消防協力員委嘱状及び健康保険被保険者

証等雇用を確認できる書類の写し）を提出していただきます。 

・ 別添の第５号様式により提出していただきます。 

 

エ 品質管理 

（ｱ） ISO9001 の取得状況 

・ 入札公告日時点における ISO9001 の取得状況について評価します。 

・ 配点は「１～０点」とします。 

・ 認証登録証の写しを提出していただきます。 

・ 別添の第４号様式により提出していただきます。 
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オ 環境への配慮 

（ｱ） ISO14001 の取得状況 

・ 入札公告日時点における ISO14001 の取得状況について評価します。 

・ 配点は「１～０点」とします。 

・ 認証登録証の写しを提出していただきます。 

・ 別添の第４号様式により提出していただきます。 

カ 福祉貢献 

（ｱ） 更生保護の協力状況 

・ 入札公告日時点における協力雇用主としての登録状況について評価します。 

・ 配点は「１～０点」とします。 

・ 別添の第４号様式により提出していただきます。 

 (ｲ) 障がい者の雇用状況 

・ 入札公告日時点における障がい者の雇用状況について評価します。 

・ 常用雇用労働者数５０人未満の企業で障がい者雇用をしている場合に評価し

ます。 

・ 配点は「１点」とします。 

・ 障害者の雇用を証する書類（障害者手帳及び健康保険被保険者証等雇用を確

認できる書類の写し）を提出していただきます。 

・ 別添の第６号様式により提出していただきます。 

キ その他 

(ｱ) 建設業労働災害防止協会への加入状況 

・ 入札公告日時点における建設業労働災害防止協会への加入の有無について評

価します。 

・ 配点は「１～０点」とします。  

・ 別添の第４号様式により提出していただきます。 

 

 

※ 評価項目、評価基準等の設定については、案件ごとに予告無く変更する場合があります。
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○評価項目及び評価基準 

 

評価

分類 
評価項目 評価内容 評価基準 配点 

ア 企

業 の

施 工

能力 

同種工事の

施工実績 

過去７年間※１に元請として受注し

た同種工事の施工実績の有無 

施工実績がある １ 

施工実績がない ０ 

同種工事の

工事成績 

過去２年間※２に本市が発注した同

種工事の成績評定点の平均点 

８０点以上 ３ 

７５点以上 

８０点未満 
２ 

７０点以上 

７５点未満 
１ 

６５点以上 

７０点未満 

又は該当成績なし 

０ 

６５点未満 失格 

イ 配

置 予

定 技

術 者

の 能

力 

同種工事の

施工経験 

過去７年間※１に元請として受注し

た同種工事に配置予定技術者が従事

した施工経験の有無 

施工経験がある １ 

施工経験がない ０ 

保有資格 
国家資格の有無 

※最高点は２点となります。 

国家資格者 

（監理技術者） 
２ 

国家資格者 

（１級又は２級） 
１ 

実務経験者 ０ 

同種工事の

工事成績 

過去２年間※２に本市が発注した同

種工事で、配置予定技術者が主任技

術者として従事した工事の成績評定

点の平均点 

８０点以上 ３ 

７５点以上 

８０点未満 
２ 

７０点以上 

７５点未満 
１ 

６５点以上 

７０点未満 

又は該当成績なし 

０ 

６５点未満 失格 

工事成績重視型 

（ア、イ） 

計(最高点) 
１０ 
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ウ 地

域 貢

献 

 

 

 

ウ 地

域 貢

献 

 

災害時協力

協定等の締

結状況等 

本市との災害時協力協定等の締結等

の有無 

有 １ 

無 ０ 

災害時に対

応できる建

設機械の保

有状況※４ 

災害時に対応できる建設機械※３の

自社保有（長期リース（3 年以上）

を含む。）の有無 

有 １ 

無 ０ 

本市消防団

協力事業所

としての認

定状況 

本市消防団協力事業所としての認定 

有 １ 

無 ０ 

本市現役消

防団員又は

本市現役消

防協力員で

ある従業員

の有無 

本市現役消防団員又は本市現役消防

協力員である従業員の有無※５ 

有 １ 

無 ０ 

エ 品

質 管

理 

ISO9001 の

認証状況 
ISO9001 の取得 

有 １ 

無 ０ 

オ 環

境 へ

の 配

慮 

ISO14001 の

認証状況 
ISO14001 の取得 

有 １ 

無 ０ 

カ 福

祉 貢

献 

更生保護の

協力状況 
協力雇用主としての登録 

有 １ 

無 ０ 

障がい者※６

の雇用状況※

７ 

障がい者の雇用 

常用雇用労働者数

５０人未満の企業

で障がい者雇用を

している。 

１ 

キ そ

の他 

建災防への

加入状況 

建設業労働災害防止協会への加入の

有無 

有 １ 

無 ０ 

一般型 

（アからキ） 
合  計(最高点) １９ 
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※令和７年度における対象は次のとおりです。 

 ※１ 平成 30 年４月１日から令和７年３月 31 日までに完成し、引渡しが終了した工事 

※２ 令和５年４月１日から令和７年３月 31 日までに完成し、引渡しが終了した工事 

※３ 建設機械とは、建設機械抵当法施行令の別表に規定する、「ショベル系掘削機」、「ブルドーザー」、「トラ

クターショベル」及び「モーターグレーダー」、土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する

特別措置法第２条第２項に規定する大型自動車のうち、同法第３条第１項第２号に規定する経営する事業の種類

として建設業を届け出、かつ、同項の規定による表示番号の指定を受けているもの（以下「大型ダンプ車」とい

う。）並びに労働安全衛生法施行令第１２条第１項第４号に規定する、つり上げ荷重が三トン以上の「移動式ク

レーン」のいずれかが対象となります。 

入札公告日においての保有等を①から③の書類により確認します。 

① 建設機械の売買契約書の写し、又は賃貸借契約書等の写し等 

② 建設機械に係る特定自主検査記録表の写し、自動車検査証の写し又は移動式クレーン検査証の写し等 

③ 該当建設機械の写真 

※４ 建設機械の保有状況は、入札告示日において、建設機械を自ら所有又は３年以上のリース契約をしており、

「ショベル系掘削機」、「ブルドーザー」、「トラクターショベル」及び「モーターグレーダー」については、

労働安全衛生法第４５条第２項に規定する特定自主検査、「大型ダンプ車」については、道路運送車両法第５８

条第１項に規定する国土交通大臣の行う検査、「移動式クレーン」については労働安全衛生法第３８条第１項に

規定する製造時等検査又は同法第４１条第２項に規定する性能検査が行われている場合に評価します。 

※５ 正規雇用の確認 健康保険証等で３月以上継続して正規雇用されていることを確認します。 

※６ 障がい者とは障害者の雇用の促進等に関する法律（以下「障害者雇用促進法」という。) 第 2 条第２項から第

６項に規定する障がい者とする。ただし、精神障がい者については、精神保健及び精神障害福祉に関する法律

第４５条第２項の規定による精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者に限ります。 

※７ 雇用障害者数の算定方法は平成２５年４月１日より改正されています。 

雇用確認は、健康保険証、雇用保険、特別徴収通知書等で確認します。 
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(3) 落札候補者、落札者の決定方法 

総合評価方式では、入札価格と価格以外のその他の要素である「評価項目」を総合

的に評価し、指標である「評価値」が最も高い者を選定します。具体的には次のとお

りです。 

 

ア 電子入札システムによる入札時に、同種工事の施工実績や工事成績などの「評価

項目」に関する技術資料の提出を求め、あらかじめ設定した「評価基準」に基づき

配点し、その点数【加算点、最高１９点(工事成績重視型は１０点)】と標準点（１

００点）の合計点【（技術評価点、最高１１９点(工事成績重視型は１１０点)】を

入札価格で除し、百万を乗じて得た数値を「評価値」とします。 

 

【評価値の算出方法】 
 

評価値 ＝  技術評価点  ／ 入札価格 × １,０００,０００ 

＝（標準点＋加算点）／ 入札価格 × １,０００,０００ 

 

※ この評価値の算出方法を「除算方式」といいます。 

※ 標準点は１００点とします。加算点は、同種工事の施行実績、工事成績、災害

時協力協定の締結状況、障がい者の雇用等の評価から算出し、最高１９点(工事

成績重視型は１０点)とします。 

※ 評価値は、小数第５位以下を切り捨てます。 

※ 入札価格は、消費税及び地方消費税を除いた価格とします。 

 

イ 入札価格が予定価格の制限の範囲内にあるもののうち、「評価値」が最も高い者

を落札候補者とします。ただし、海老名市最低制限価格等取扱基準第４条第１項第

１号で定める事前算定型最低制限価格の算定式で算出した金額を失格基準とし、そ

の金額を下回った入札は全て失格とします。なお、この場合の開札時有効入札が３

者以下であっても失格基準を下回った入札は失格とします。 

 （失格基準を算定する際には、上記事前算定型最低制限価格の算定式に係数

（1.0000～1.0050）を乗じます。詳しくは、入札公告時に説明として掲載します。） 

ウ 入札書提出時に提出していただく書類がある場合には入札公告時に示します。 

 

エ 落札候補者が複数いる場合は、第２次審査後、くじ引きを行います。 

 

(4) 学識経験者の意見聴取 

総合評価方式では、発注者の恣意性を排除し、中立かつ公正な審査・評価を行うこ

とが重要です。そのため、地方自治法施行令では、「落札者決定基準を定めようとす

るとき」は、あらかじめ、二人以上の学識経験者の意見を聴かなければならないこと

とされています。 
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また、「当該意見聴取時において、落札者を決定するときに改めて学識経験者の意

見聴取が必要との意見があったとき」は再度の意見聴取が必要です。 

 

(5) 評価内容の担保 

市区町村向け簡易型（特別簡易型）による試行においては、提出された技術資料等

について次のとおり取り扱います。 

総合評価方式に関し提出した技術資料等に虚偽の記載等明らかに悪質な行為があっ

たと認められる場合には、「海老名市競争入札参加停止等措置要綱（平成２１年４月

１日施行）」に基づく参加停止等の措置を行います。 

 

(6) 総合評価方式に関する事項の公表 

手続の透明性・公平性を確保するため、総合評価方式の評価方法や落札決定方法な

どの手続については、入札公告及びこのガイドラインにおいて明示します。また、落

札結果及び評価結果を公表します。 
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(7) 入札・契約手続の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事の設計・積算 
総合評価方式の適用検討 

海老名市入札・契約制度 
検討委員会 

学識経験者の意見聴取 

総合評価方式の適否及び 
落札者決定基準の決定 

入札公告 

競争参加資格確認申請 
及び質問書の受付 

競争参加資格審査 
（第１次審査） 

競争参加資格確認通知 
 

入札書・技術資料 
の受付 

技術資料の審査 
技術評価点の算出 

開札 
評価値の算出 

落札候補者の決定 

第２次審査 

学識経験者の意見聴取 
（必要とされた場合） 

落札者の決定・契約 

○ 条件付き一般競争入札に係る資格要件の設定 
○ 評価項目及び評価基準の設定 

○ 評価項目及び評価基準の決定 

○ 電子入札システムによる参加申請 
○ 設計図書のダウンロードによる配付の開始 
○ 申請書などの事前提出書類の受付開始 
○ 質問書の受付開始 

○ 入札参加資格の確認 
・登録業種・所在地要件・経営事項審査総合評定 
・建設業許可証明・専任技術者証明 
・総合評価一般競争入札技術評価等申請書・現場代理人及
び主任技術者の雇用確認・主任技術者の資格及び配置状
況の確認 

 
 ○ 電子入札システムにより入札書、工事費積算内訳書 
を提出 

○ 工事費積算内訳書の確認 

○ 最低制限価格の算出 
○ 評価値の算出 

○ 落札候補者に対して第２次審査の案内 

○ 第１次審査項目の再確認 
○ その他必要事項 

○ 法令に基づく学識経験者からの意見聴取 
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第１号様式 

 

総合評価一般競争入札技術評価等申請書 

兼申請内容照会同意書 
 

 
 住 所  

 商号又は名称  

 代 表 者 名           

 電 話 番 号  

 
 

総合評価一般競争入札に参加する資格について確認願いたいので、技術評価等に関する

次の書類を添えて申請します。 

 また、当社の申請内容に関して海老名市が認定等を行った機関又は関係する機関に認定

や雇用状況等を照会することを同意します。 

 

 

１ 工事名称 

                         

２ 同種工事施工実績・・・・・・・・・・・・別紙「第２号様式」のとおり 

３ 主任（監理）技術者の資格・工事実績・・・別紙「第３号様式」のとおり 

４ 評価項目、評価基準等に関する状況・・・・別紙「第４号様式」のとおり 

５ 海老名市消防団員又は 

海老名市消防協力員である従業員の有無・・ 別紙「第５号様式」のとおり 

６ 障がい者の雇用状況・・・・・・・・・・・別紙「第６号様式」のとおり 

 

 

７ 認定状況等の照会を同意する項目 

（１）本市消防団協力事業所としての認定状況（海老名市消防本部） 

（２）協力雇用主としての登録状況（登録している保護観察所） 

（３）海老名市消防団員又は海老名市消防協力員である従業員の有無 

（海老名市消防本部） 

（４）障がい者の状況（手帳を交付した市町村福祉事務所、障がい者雇用促進奨励補助金

等の所管課） 

 
※ 次頁以降の様式及び添付書類を海老名市役所契約検査課へ提出してください。 

提出方法は、システム添付又は契約検査課へ持参、郵送（簡易書留）でお願いします。 

なお、提出期限は競争参加資格確認申請の期限と同日とします。 
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第２号様式 

同 種 工 事 施 工 実 績 
 

 

商号又は名称                  

 

ア 企業の施工能力 

※同種工事の実績がないときは、工事名称に「該当工事なし」と記載してください。 

工種 

（営業種目） 
 

工 事 名 称  

Ｃ ＯＲＩＮＳ 
登 録 番 号 

                   

発 注 機 関 名  

施 工 場 所  

契 約 金 額 

（最終） 
 

契 約 期 間 

（最終） 
 

受 注 形 態 等  

工 事 内 容 

 

(注) 工事内容には、条件を満たす工事であることが確認できる内容を記述してください。ＣＯＲＩＮＳに

登録されていない場合は、契約書の写し等をこの様式とともに提出すること。 

なお、ＣＯＲＩＮＳの記載内容で不足がある場合、平面図、構造図及び数量総括表等を提出していた

だく場合があります。 
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第３号様式 

 

主任（監理）技術者の資格・工事実績 
 

 商号又は名称             

イ 配置予定技術者の能力 

※同種工事の実績がないときは、工事名称に「該当工事なし」と記載してください。 

配

置

予

定

技

術

者 

氏 名  

雇用年月日     年  月  日 

監理技術者 資 格 者 証 
交 付 番 号  

国 家 資 格 
技術検定の種目  

合 格 番 号  

実 務 経 験   年 

 

学校名  

学 科  

卒業年  

工種 

（営業種目） 
 

工

事

経

験

の

概

要 

工 事 名 称  

ＣＯＲＩＮＳ 
登 録 番 号 

                   

発注機関名  

施 工 場 所  

契 約 金 額 

（最終） 
 

契 約 期 間 

（最終） 
 

受注形態等  

工 事 内 容 

 

 
添付資料 

監理技術者 
（１）監理技術者資格者証の写し（両面）  ※1 枚の紙に両面をコピーしてください。 
（２）監理技術者講習修了証の写し 

※平成１６年３月１日より前に交付された監理技術者資格者証を所持している場合は不要です。 
※第３号様式に記載した配置予定技術者は、変更することができません。 
主任技術者 

（１）主任技術者の資格を証する書類の写し 
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（２）雇用の事実を証する書類の写し 
○社会保険事務所、健康保険組合の場合は健康保険被保険者証の写し 

（所属事業所名及び加入年月日が表示されていること） 
○建設国保組合の場合は加入証明書の写し（市区町村国保は含みません。） 
○その他、雇用に関し上記資料と同等の内容を示す書類 

（３）実務経験を証する書類（実務経験年数等が要件となる資格の場合） 
 

 

(注１) 入札公告日時点で恒常的な雇用関係にある者で、かつ３箇月以上の雇用関係にあること。 

 

 (注２) 工事内容には、条件を満たす工事であることが確認できる内容を記述してください。ＣＯＲＩＮ

Ｓに登録されていない場合は、契約書の写し等及び当該技術者が配置されていたことが証明できる書

類をこの様式とともに提出すること。 

なお、ＣＯＲＩＮＳの記載内容で不足がある場合、平面図、構造図及び数量総括表等を提出してい

ただく場合があります。 
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第４号様式 

 

評価項目、評価基準等に関する状況（1/2） 
 

 
 商号又は名称               

 
ウ 地域貢献 

 

災害時応援協定締結等の有無 □あり、□なし （どちらかに☑すること） 

協定等の名称  

添付書類 

○協定書の写し 及び 協定締結団体の会員であることが分かる書類（証明書 当該年度のもの）の写し 

 

 

建設機械の保有の有無 □あり、□なし （どちらかに☑すること） 

 

添付書類 

○①から③までの書類 

①建設機械の売買契約書の写し、又は賃貸借契約書等の写し等 

②建設機械に係る特定自主検査記録表の写し、自動車検査証の写し又は移動式クレーン検査証の写し等 

③該当建設機械の写真 

 

 

本市消防団協力事業所としての

認定の有無 
□あり、□なし （どちらかに☑すること） 

添付書類 

○消防団協力事業所としての認定を証するものの写し 

認定に係る照会 

○海老名市消防本部に照会し、確認する場合があります。 
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第４号様式 

 

評価項目、評価基準等に関する状況（2/2） 
 

 
 商号又は名称               

 

エ 品質管理 

ISO9001 の取得の有無 □あり、□なし （どちらかに☑すること） 

添付書類 

○入札公告日時までに取得したISO９００１の認証取得の写し 

 

 

オ 環境への配慮 

ISO14001 の取得の有無 □あり、□なし （どちらかに☑すること） 

添付書類 

○入札公告日時までに取得したISO１４００１の認証取得の写し 

 

カ 福祉貢献 

協力雇用主としての登録の有無 □あり、□なし （どちらかに☑すること） 

登録先の保護観察所名  

 

(注) ①入札公告日時に「協力雇用主」として登録されていること。 

   ②雇用の有無、雇用の実績は問いません。 

 

登録に係る照会 

○登録先の保護観察所に照会し、確認します。 

 

キ その他 

建設業労働災害防止協会の加入 □あり、□なし （どちらかに☑すること） 

添付書類 

○建設業労働災害防止協会の加入を証するものの写し（当該年度のもの）
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第５号様式 

 

海老名市消防団員又は海老名市消防協力員である従業員の有無 
 

 

商号又は名称                  

 

 

 

※雇用がないときは、該当者の人数に「該当なし」と記載してください。 

該当者の人数              名 

該当者の氏名   

該当者の雇用年月日     年  月  日から     年  月  日から 

該当者が所属している

消防団名 
海老名市消防団第  分団 海老名市消防団第  分団 

消防団員又は消防協力

員としての従事期間 

  年  月  日から 

  年  月  日時点 

において従事中 

  年  月  日から 

  年  月  日時点 

において従事中 

 

 

(注) 消防団員又は消防協力員である従業員の有無の取扱いについて 

①消防組織法に規定する消防団員として、海老名市に任命されている者又は海老名市消防協力員と

して、海老名市から委嘱されている者をいう。 

②入札公告日時点で恒常的な雇用関係にある者で、かつ３箇月以上の雇用関係にあること。 

③当該団員は、本工事の配置予定技術者である必要はありません。 

 
 
添付資料 

（１）海老名市消防団員証の写し又は海老名市消防協力員の委嘱状の写し 
（２）雇用の事実を証する書類の写し 

○社会保険事務所、健康保険組合の場合は健康保険被保険者証の写し 
（所属事業所名及び加入年月日が表示されていること） 

○建設国保組合の場合は加入証明書の写し（市区町村国保は含みません。） 
○登記事項に記載のある者は該当箇所及び常勤であることが確認できる書類 
 

消防団員であることの照会 

○海老名市消防本部に照会し、確認する場合があります。 
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第６号様式 

 

障がい者の雇用状況 
 

商号又は名称                  

 

 

障がい者の雇用状況について報

告義務のない企業（常用労働者

総数が５０人未満）で障がい者

の雇用をしている。 

□該当、□該当しない （どちらかに☑すること） 

 

 

常用労働者総数（入札公告日現在の状況）      人 

障がい者の雇用人数（入札公告日現在の状況）      人 

 

(注) 取扱いについて 

①入札公告日時点で恒常的な雇用関係にある者で、かつ３箇月以上の雇用関係にあること。 

②本工事の配置予定技術者である必要はありません。 

 
添付資料 

（１）身体障がい者手帳、療育手帳、精神障がい者保健手帳の写し 
（２）雇用の事実を証する書類の写し 

○社会保険事務所、健康保険組合の場合は健康保険被保険者証の写し 
（所属事業所名及び加入年月日が表示されていること） 

○建設国保組合の場合は加入証明書の写し（市区町村国保は含みません。） 
○その他、雇用に関し上記資料と同等の内容を示す書類 

（雇用保険、特別徴収通知書等） 
 

○添付資料（１）の提出にあたっては、本人の同意を得てください。提出された書類は、評価のために使用し、

他の目的に使用することはありません。 

 

障がい者であること等の照会 

○手帳を交付した市町村福祉事務所又は障害者雇用促進奨励補助金等の所管課に照会し、確認する場合

があります。 

 


